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１．�開示基準としてのわが国のサステナ
ビリティ情報の現状

　グローバルな開示全体の枠組みでは、IFRS（国

際財務報告基準）財団の傘下に、財務会計基準を

担うIASB（国際会計基準審議会）が基準開発を

担っており、わが国においても、同様に財務会計

基準機構（FASF）の傘下に企業会計基準委員会

（ASBJ） が そ の 役 割 を 担 っ て い た。 し か し、

2021年にISSB（国際サステナビリティ基準審議

会）が設立され、国際的な非財務情報開示基準で

あるIFRS SX（S1）（S2）が制定される流れの中で、

わが国の非財務情報開示基準の設立主体として、

2022年にSSBJ（サステナビリティ基準委員会）

が設立された。つまり、グローバル基準設定主体

の体制に合わせて、わが国においても、同様の体

制が整えられたことになる（図表１）。ASBJの活

動がわが国の会計基準の開発と国際的な会計基準
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　本稿では、まず、わが国におけるサステナビリティ情報開示のこれまでの流れを俯瞰しつつ、2023年の開示
府令改正による有価証券報告書の開示内容や今後の開示動向に言及する。その上で、SBT認定済み企業の統合報
告書におけるTCFD開示と価値創造プロセスやマテリアリティとの関連性に注目し、現在の任意開示におけるサ
ステナビリティ情報開示の現状を明らかにする。最後にこれらの内容を踏まえわが国の企業開示の課題と期待を
述べる。
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